
令和４年度　公文書開示（11月決定分）
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非開示理由等 所管局部課等

1 R4.9.6 R4.11.1

・令和４年５月16日付「車両の適正な
管理について（報告）」

3 1 1
（第７条第２号）
法人が雇用している個人に関する情報で特定の個人を識別する
ことができるものであるため。

建設局　公園緑地部
管理課

2 R4.9.6 R4.11.4

・04建公管第73号「車両の適正な管理
について（通知）」

・令和４年５月31日付「自動車検査証
及び自動車損害賠償責任保険の有効期
間が過ぎた車両の使用について（報
告）」

・04建公管第74号「車両の適正な管理
について（通知）」

7 1
建設局　公園緑地部
管理課

3 R4.9.10 R4.11.7

・都立公園等指定管理者の管理運営状
況に対する一次評価の決定
（平成28年度～令和２年度分）

・夢の島公園・夢の島熱帯植物館　年
間事業報告書
（平成28年度～令和２年度分）

※ 1
建設局　公園緑地部
管理課

4 R4.9.9 R4.11.7

令和３年９月21日付東京外環道・調布
市トンネル陥没事故についての知事宛
投書

10 1 1 1

（第７条第２号）
差出人の氏名・住所であり、特定の個人を識別することができ
るため。

（第７条第２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため。

（第７条第２号及び第４号）
差出人の氏名、役職であり、特定の個人を識別することができ
るため。
差出人の印影であり、公にすることにより偽造等の犯罪行為を
容易にすることから犯罪の予防に支障を来すおそれがあるた
め。

（第７条第２号）
差出人の氏名であり、特定の個人を識別することができるた
め。

（第７条第２号）
差出人の氏名、連絡先（住所・電話番号・メールアドレス）で
あり、特定の個人を識別することができるため。

建設局　三環状道路整
備推進部
整備推進課
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整
理
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5 R4.9.8 R4.11.8

　開示請求者○○（以下、「当社」と
いう。）は、令和○年○月○日、東京
都に対して調停事件を申し立てた（○
○裁判所令和○年（○）第○号　土地
取得等の協議内容に関する調停申立事
件、以下、「本件調停事件」とい
う。）。
　本件調停事件は、第１回調定期日と
して、令和○年○月○日○時○分、第
２回調定期日として、令和○年○月○
日○時○分が指定された。しかしなが
ら、東京都は、上記第２回調定期日に
つき、調定期日に欠席してしまった。
　そこで、開示請求者は、貴庁に対し
て、本件調停事件に関し、
③　第１回調定期日後に、東京都内部
にて、本件調停事件の第２回調定期日
について、どのような方針で対応する
かについて協議・検討・報告等した内
容を記した書面の全ての開示を求め
る。
　なお、本件調停事件における東京都
側の送達場所は、「東京都総務局総務
部法務課」であった。

1
当該請求に係る公文書は実施機関では作成及び取得しておら
ず、存在しない。

建設局　用地部
調整課
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6 R4.9.8 R4.11.8

令和４年３月30日付３建用調第213号
「調停資料の調査について（回答）」

※ 1 1 1 1 1

（第７条第６号）
調停手続での都側の主張に直結する内容が記載された部分であ
り、これを事後的にでも公にしなければならないとすると、調
停手続において当事者や調停委員等が自由かつ率直な意見等を
表明することが困難となることは明らかであり、調停の適正な
遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

（第７条第６号）
都が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることに
より都の契約等に係る事務に関し、都の財産上の利益または当
事者としての地位を不当に害し、用地取得事務の遂行に支障を
及ぼすおそれがあるため。

（第７条第４号）
代理人印影による文書偽造のなどの犯罪に利用されるおそれが
あり、公共の安全に影響を及ぼすおそれがあるため。

（第７条第２号、第３号及び第６号）
２号：個人に関する情報で特定の個人を識別できるものである
ため。
３号：公にすることにより、一般に公表していない法人の財産
等に係る情報が明らかとなり、当該法人の事業運営上の地位が
損なわれると認められるため。
６号：都が行う事務又は事業に関する情報であって、公にする
ことにより都の契約等に係る事務に関し、都の財産上の利益ま
たは当事者としての地位を不当に害し、用地取得事務の遂行に
支障を及ぼすおそれがあるため。

（第７条第３号及び第６号）
３号：公にすることにより、一般に公表していない法人の財産
等に係る情報が明らかとなり、当該法人の事業運営上の地位が
損なわれると認められるため。
６号：都が行う事務又は事業に関する情報であって、公にする
ことにより都の契約等に係る事務に関し、都の財産上の利益ま
たは当事者としての地位を不当に害し、用地取得事務の遂行に
支障を及ぼすおそれがあるため。

建設局　用地部
調整課

7 R4.10.28 R4.11.10

・令和３年度　都市計画公園・緑地事
業等都費補助金の額の確定一覧表
・令和３年度　だれもが遊べる児童遊
具広場事業に対する都費補助金の額の
確定一覧表

※ 1
建設局　公園緑地部
公園建設課

8 R4.10.31 R4.11.11

東部鉄道東上本線（大山駅付近）連続
立体交差事業事業認可取得時作成の設
計概要図（参考）

※ 1
建設局　道路建設部
鉄道関連事業課

9 R4.11.11 R4.11.18

初沢（３－３）急傾斜地崩壊防止工事
（その５）の竣工図一式
（個人情報を除く）

※ 1
建設局
南多摩西部建設事務所
工事課
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10 R4.9.22 R4.11.21

①特定整備路線と品川区道等が接道す
る場合の整備イメージ
②特定整備路線と品川区道が接道しな
い場合の整備イメージ
③特定整備路線沿道に係る「宅地」
「駐車場」「取付道路」の整備イメー
ジ
④特定整備路線と接道する場合の整備
イメージ
⑤補助第29号線（豊町・西大井・西大
井東馬込）道路予備修正設計及び電線
共同溝予備設計　報告書　P.７-10・
P.７-11（三次元CGパース）

11 1 1 1 1

（第７条第２号）
都市計画線外の道路構造の検討に関する情報であって、公にす
ることにより、その整備に伴い影響する建物等が明らかにな
り、特定個人の財産に関する権利利益を害するおそれがあるた
め。

（第７条第５号及び第６号）
都の内部における検討に関する情報であって、都市計画道路に
係る道路構造等に関する未確定の情報であることから、公にす
ることにより、未成熟な情報が確定した情報と誤解されるな
ど、都民の間に混乱を生じさせるおそれがあるため。
また、これら混乱により、都市計画事業の円滑で適正な遂行に
支障を及ぼすおそれがあるため。

建設局
第二建設事務所
工事第一課

11 R4.9.29 R4.11.21

・３建公建第277号「社会資本整備総
合交付金事業における談合等の不正行
為に係る額の再度確定及び交付金の返
還事務について」
・３建公建第278号「市町村都市計画
事業における都費補助における談合等
の不正行為に係る額の再度確定及び交
付金の返還事務について」

※ 1 1
（第７条第４号）
公にすることにより犯罪の予防等公共の安全と秩序の維持に支
障を及ぼすおそれがあるため。

建設局　公園緑地部
公園建設課

12 R4.11.17 R4.11.29

道路災害防除工事（３南西の１）
第３回設計変更後のもの

・変更工事費総括書
・変更工事総括書
・変更種別内訳書
・代価明細表
・諸経費計算書
・工事変更設計概括書

※ 1
建設局
南多摩西部建設事務所
補修課

13 R4.11.21 R4.11.30

城北中央公園調節池（一期）工事その
２
（第６回設計変更）

・工事変更設計概括書
・変更工事費総括書
・変更工事総括書
・変更種別内訳書
・諸経費計算書

※ 1
建設局　河川部
改修課

14 R4.11.21 R4.11.30

土砂災害警戒区域等に関する基礎・詳
細調査委託（南西その39/単価契約）
の調査結果（区域調書）

区域番号201042-k048

（個人情報を除く）

※ 1
建設局
南多摩西部建設事務所
工事課



令和４年度　公文書開示（11月決定分）

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条月
整
理
番
号

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例７条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。

＜公文書の枚数＞

・光ディスクへ複写し交付している場合は、「※」を記入しています。


